
－ －2平成22年４月23日

(

厳
し
い
財
政
状
況)

　
当
市
の
市
税
は
、
景
気
悪
化
に

よ
り
大
幅
な
減
収
が
見
込
ま
れ
、

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
国
の

特
別
加
算
な
ど
に
よ
り
増
額
が
見

込
ま
れ
ま
す
。
し
か
し
、
市
税
収

入
の
落
ち
込
み
分
を
補
て
ん
す
る

程
度
と
予
想
さ
れ
、
一
般
財
源
規

模
で
は
昨
年
度
と
同
様
に
厳
し
い

状
況
に
あ
り
ま
す
。

(

予
算
の
編
成
に
つ
い
て)

　
こ
の
よ
う
な
現
状
を
踏
ま
え
、

本
年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て

は
、
限
ら
れ
た
経
営
資
源
に
合
わ

せ
て
全
体
事
業
を
見
直
し
つ
つ
、

北
上
市
行
政
経
営
者
会
議
に
お
い

て
、
３
つ
の
政
策
推
進
の
重
点
分

野
と
項
目
を
定
め
、
予
算
を
編
成

し
ま
し
た(

３
㌻
参
照)

。

　
新
た
に
創
設
さ
れ
る
子
ど
も
手

会　　計　　名 22年度
国民健康保険特別会計 75億3,457万円
老人保健特別会計 58万円
後期高齢者医療特別会計 11億4,031万円
介護保険特別会計保険事業勘定 56億   786万円
介護保険特別会計介護サービス事業勘定 2,610万円
工業団地事業特別会計 17億9,542万円
農業集落排水事業特別会計 8億6,768万円
駐車場事業特別会計 4億1,549万円
宅地造成事業特別会計 492万円
土地取得会計 1,918万円
　　　　合　　　　　　計 174億1,211万円

平
成
22
年
度
当
初
予
算
の
概
要

平
成
22
年
度
の
予
算
が
３
月
議
会
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
21
年
度
か
ら
地

方
財
政
健
全
化
法
が
完
全
施
行
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
一
般
会
計
だ
け

で
は
な
く
、
特
別
会
計
や
公
営
企
業
会
計
を
含
め
た
連
結
会
計
ベ
ー
ス
で

適
正
な
歳
出
規
模
を
維
持
し
た
上
で
、
総
合
計
画
に
定
め
る
ま
ち
づ
く
り

構
想
の
実
現
を
目
指
し
た
予
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。
本
年
度
の
市
全
体
の

予
算
総
額
は
、
４
７
９
億
２
３
１
１
万
円
、
前
年
度
よ
り
も
２
１
億
５
０

３
３
万
円
、
４
・
７
㌫
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

●
一
般
会
計
予
算

会　計　名 22年度

水道事業会計

収益的収入 23億3,188万円
収益的支出 22億9,901万円
資本的収入 5億9,357万円
資本的支出 12億   973万円

下水道事業会計

収益的収入 19億6,823万円
収益的支出 24億7,011万円
資本的収入 13億7,616万円
資本的支出 20億   368万円

★市税の内訳…市民税43億4,884万円、固定
資産税68億2,092万円、軽自動車税2億66万円、
市たばこ税5億7,000万円、その他1,560万円

市民一人当たりの予算額　328,489円
※22年度予算を人口92,883人(３月31日現在)で除して算出

●
特
別
会
計
予
算

(

前
年
度
比
３
・
２
㌫
の
増)

　
10
の
特
別
会
計
の
予
算
総
額
は
、
１
７
４

億
１
２
１
１
万
円
と
な
り
、
昨
年
度
に
比
較

し
て
５
億
３
５
３
３
万
円
、
３
・
２
㌫
の
増

と
な
り
ま
し
た
。

問
い
合
わ
せ
　
財
政
課

  

内
線  

３
３
１
２
～
３
３
１
５

◆地方交付税
　市町村の財政力に応じて、国から交付され
　るお金
◆市債
　事業を行うために市が計画的に借りるお金
◆国庫支出金
　国が市の行う事業に交付する補助金など
◆県支出金
　県が市の行う事業に交付する補助金など
◆一般財源
　財源の使途が特定されず、どのような経費
　にも使用することができるお金

●
公
営
企
業
会
計
予
算

※市が経営する企業の会計。
　北上市では、上下水道事業が対象です。

歳出
総務費

34億1,057万円
（11.2%）

民生費
92億9,262万円

（30.5%）

衛生費
20億6,495万円

（6.8%）
農林水産業費
15億8,159万円

（5.2%）

商工費
12億5,694万円

（4.1%）

土木費
30億 234万円

（9.8%）

消防費
12億6,628万円

（4.2%）

教育費
34億8,363万円

（11.4%）

公債費
44億 80万円
（14.4%）

その他
7億5,128万円

（2.5%）

総額
305億
1,100万円

歳入

地方交付税
 59億8,205万円

（19.6%）

国庫支出金
36億2,593万円

（11.9%）

県支出金
21億7,257万円

（7.1%）

市債
23億9,838万円

 （7.9%）

地方譲与税など
17億9,800万円

（5.9%）

諸収入など
13億4,819万円

（4.4%）

分担金及び負担金
 4億3,317万円

（1.4%）

使用料及び手数料
 7億9,669万円

（2.6%）

市税
119億5,602万円

（39.2%）

自
主

財
源

47

．6％ 依存財
源

52
．

４
％

当
関
係
費
や
、
緊
急
雇
用
対
策
事

業
な
ど
の
国
や
県
の
補
助
金
を
財

源
と
す
る
事
業
費
が
盛
り
込
ま
れ

た
結
果
、
予
算
総
額
は
昨
年
度
に

比
較
し
て
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

(

前
年
度
比
５
・
６
％
の
増)

　
一
般
会
計
の
予
算
総
額
は
３
０

５
億
１
１
０
０
万
円
、
昨
年
度
に

比
較
し
て
１
６
億
１
５
０
０
万
円
、

５
・
６
㌫
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

総額
305億
1,100万円
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 子育て支援

政策推進の重点分野と項目

・多様な保育ニーズへ

　の対応

・児童の健全育成

・子育て支援課の設置

重点事業　( 単位 : 千円 )

○多様な保育ニーズへの対応
　保育活動支援事業　　　　　　　　　　　　　  4,041
　認定こども園保育料等補助事業　　　　　　　  1,250
　延長保育促進事業費　　　　　　　　　　　　21,484
　延長保育促進事業費補助金　　　　　　　　　26,480
　障害児保育促進事業費補助金　　　　　　　　21,240
　病後児保育事業　　　　　　　　　　　　　　  5,963
　ファミリーサポートセンター事業　　　　　　  4,148
　私立保育園運営費補助金　　　　　　　　　　34,605
　保育園保育実施事業(委託)　　　　　　　　   750,027
　地域子育て支援センター事業　　　　　　　　15,649
　地域子育て支援センター事業(委託)　　　　    　7,491
　地域子育て支援センター施設整備事業　　　　  7,904
○児童の健全育成
　放課後児童健全育成事業　　　　　　　　　  100,557
　学童保育所運営費補助金　　　　　　　　　　28,255
○その他
　児童手当給付事業　　　　　　　　　　　　  133,446
　子ども手当給付事業　　　　　　　　　　   1,989,000
　児童扶養手当給付事業　　　　　　　　　　  356,482

○義務教育施設における耐震への対応や大規模改修
　小学校施設整備改修事業　　　　　　　　　  234,154
　　うち江釣子小学校施設整備改修事業　　　  203,226
　中学校施設整備改修事業　　　　　　　　　　19,894
　南中学校改築事業　　　　　　　　　　　　  　6,400
○橋りょう長寿命化への対応
　橋りょう維持補修事業費　　　　　　　　　　11,356

公共施設における安全安心の確保

○雇用の確保対策
　北上雇用対策協議会負担金　　　　　　　　　12,600
　ふるさと雇用再生特別基金事業費補助金活用事業
　障害者就労支援施設販売促進事業　　　　　　18,251
　更木地域桑資源活用起業化支援事業　　　　　  9,354
　道路等維持管理情報モニタリング事業　　　　27,424
　ほか８事業　　　　　　　　　　　　　　　　65,103
　合計(全11事業)　　　　　　　　　　　　　   120,132
　緊急雇用創出事業費補助金活用事業
　公会計管理台帳データ整備事業　　　　　　　27,636
　固定資産税システム切替事業　　　　　　　　  8,020
　地番図データ作成業務　　　　　　　　　　　13,121
　新卒未就職者対策事業　　　　　　　　　　　  8,869
　小中高生キャリアアップ推進事業　　　　　　  8,713
　観光イベントお助け隊事業　　　　　　　　　39,477
　夏油高原スノーパーク設営事業　　　　　　　49,788
　パソコン講座開催事業　　　　　　　　　　　  7,830
　市道施設等管理事業　　　　　　　　　　　　  8,115
　公園等落葉等清掃事業　　　　　　　　　　　10,264
　公園等パトロール事業　　　　　　　　　　　  8,152
　ほか24事業　　　　　　　　　　　　　　　   64,610
　合計(全35事業)　　　　　　　　　　　　　   254,595
○ものづくり人材育成の推進
　３次元ものづくり革新事業費補助金　　　　  　9,500
　子ども創造塾事業　　　　　　　　　　　　 　　765
　高度研究開発・高度技術者育成寄附金　　　　16,000
　技能功労者表彰事業　　　　　　　　　　　 　　348
○工業基盤の整備(工業団地事業特別会計)
　後藤野工業団地整備事業　　　　　　　　　  667,483

産業の振興と雇用の確保

持続可能な行政経営への転換

子育て支援

・義務教育施設におけ

　る耐震への対応や大

　規模改修

・橋りょう長寿命化へ

　の対応

公共施設における
安全安心の確保

・雇用の確保対策

・ものづくり人材育成

　の推進

・工業基盤の整備

　(後藤野工業団地)

産業の振興と
雇用の確保


